
五所川原市こどもの居場所運営事業業務委託仕様書 

 

１　目的 

　五所川原市では、立佞武多の館（市民が誇る郷土の伝統文化である立佞武多の保存及び伝

承を図るとともに、観光・市民交流の拠点施設として賑わいを創出し、中心市街地の活性化

を促進することを目的に開館した施設。）の４階に乳幼児、中・高校生を対象とした機能に

リニューアルすることで施設の有効活用を計画している。 

　未就学児向け遊具を整備した「遊びの広場」、中・高校生向けのフリースペース「学びの

広場」を４階の２室で開設し、気軽に立ち寄ることができる地域の「こどもの居場所」を目

指す。 

 

２　業務名 

　五所川原市こどもの居場所運営事業 

 

３　業務基本概要 

（１）業務概要 

　　①「遊びの広場」の運営（備品の管理を含む。）  

　　②「学びの広場」の運営（備品の管理を含む。） 

（２）業務期間 

　　契約締結日から令和１３年３月３１日 

　ただし、運営開始は、令和８年７月上旬を予定しており、運営開始前は開設準備期間と

し、委託料は発生しない。 

（３）実施場所 

　　五所川原市字大町５０６番地１０　立佞武多の館　４階 

 

４　運営に関する事項（「遊びの広場」「学びの広場」共通事項） 

（１）人員配置 

　　「遊びの広場」と「学びの広場」を統括する管理責任者を１名配置すること。 

管理責任者は、児童福祉事業等に従事したことがある者とし、その資質及び能力におい

て、責任者としてふさわしい者であり、主に次の業務を行うこと。 

　　ア 市と連絡調整、報告 

　　イ 従事者の指導、監督  

　　ウ 苦情対応、助言 

　　エ 「遊びの広場」「学びの広場」における現場管理 

　　　オ 事業の周知等 

　　　カ 従事者の勤務管理 

　　　キ その他管理責任者としてすべき業務 

　　　 



（２）留意事項 

　　　① 廃棄物について 

　　　　「遊びの広場」「学びの広場」を利用した際に排出された廃棄物は、立佞武多の館の 

指定管理者（以下「指定管理者」という。）において、廃棄する。 

　　② 施錠の管理について 

　　　市及び指定管理者と協議の上、管理方法を定める。 

　　③ 光熱水費の負担について 

　　　指定管理者の負担とする。 

　　④ 電子機器、通信環境等について 

　運営に必要な機器（ＰＣ、タブレット、携帯電話及びその他機器）は、受託者で準

備すること。 

　なお、インターネット回線は、立佞武多の館における無線ＬＡＮを利用することが

できる。 

　　⑤ 備品の管理について 

　　　無償で貸与する。貸与する備品は、別紙「備品台帳（案）」のとおりである。 

　　　貸与する備品は、適正に管理及び利用すること。 

　　　また、委託料において購入した備品は、市へ帰属するものとし、備品台帳をもって 

　　適正に管理すること。 

 

５　運営に関する事項（「遊びの広場」） 

（１）人員配置 

　　子育て親子の支援に関して意欲のある者であって、子育ての知識と経験を有する専任の　

者を２名以上常に配置することとし、４（１）の管理責任者を含み、５人以下の体制とす

ること。ただし、６人以上の体制を要する場合は市と協議する。 

（２）開所日時・閉所日 

　　下記の表のとおり。 

　　上記については、市と協議の上、変更することができる。 

 曜日等 時間

 ① 月から金で１週あたり延べ４日（曜日に

ついては受託者で選択可能であるが、固

定とすること。） 

（祝日の場合は②）

１０時から１７時まで

 ② 土・日・祝日 ９時３０分から１７時まで

 ③ ①の開所しない日・立佞武多の館の休館

日等 

（①の開所しない日が祝日の場合は、②

の時間を適用し、①における翌開所日を

右記のとおりとする。）

閉所



（３）対象者 

　　主に概ね３歳未満の児童※とその保護者（※３歳以上６歳以下の児童も対象とする。） 

（４）業務内容 

　① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 

　② 子育て等に関する相談、援助の実施 

　③ 地域の子育て関連情報の提供 

　④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施（月１回以上） 

　⑤ 読み聞かせスペースの管理（方法については、市と協議して決定すること。） 

　⑥ 遊具の日常的な管理 

　⑦ 実施場所の清掃 

　※①～④は、「地域子育て支援拠点事業の実施について」（令和６年３月３０日付けこ成環

第１１３号）別紙「地域子育て支援拠点事業実施要綱」に基づいて行うものとし、関係法

令等を遵守するものとする。 

　※⑤～⑦についても、①～④に付随する業務として、適切な方法で実施すること。 

 

６　運営に関する事項（「学びの広場」） 

（１）人員配置 

　　常に配置する人員は不要。ただし、配置を必要とする場合は、市と協議すること。 

（２）開所日時・閉所日 

　　下記の表のとおり。 

　　上記については、「遊びの広場」に準じた内容とすること。 

　　市と協議の上、変更することができる。 

　　また、１７時から１９時までは指定管理者において、管理する。 

（３）対象者 

　　中学生及び高校生 

（４）業務内容 

　① 「学びの広場」の巡回管理 

 曜日等 時間

 ① 月から金で１週あたり延べ４日（祝日の

場合は②、学校長期休業時の場合は③）

１５時から１９時まで

 ② 土・日・祝日 ９時３０分から１７時まで

 ③ 学校長期休業時の月から金で１週あた

り延べ４日（祝日の場合は②）

１０時から１９時まで

 ④ ①又は③の開所しない日・立佞武多の館

の休館日等 

（①又は③の開所しない日が祝日の場

合は、②の時間を適用し、①又は③にお

ける翌開所日を右記のとおりとする。）

閉所



　② 食事の提供（月１回以上） 

　③ 体験の場の提供（不定期） 

　 ※①は、（２）の開所日において開始時間から１７時までの間に行うものとする。巡 

   回の方法等は、市と協議の上、定めるものとする。。 

　　 ※②及び③は、（２）の開所日の開所時間内において実施することとし、実施する日は、

その都度、市と協議の上、定めるものとする。 

 

７　保険等 

　本業務に起因して、利用者等に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負う場合の補償のた

め、受託者は賠償責任保険に加入すること。 

 

８　損害賠償 

　故意又は過失その他受託者の責に帰すべき理由によって施設等の損壊や利用者等にケガ

を負わせたときは、市は受託者に損害の賠償を請求することができる。 

 

９　経理等 

（１）委託料 

　　委託料は、概算払いとする。ただし、毎会計年度終了時、実績に基づき、内容を精査し、

精算することとする。 

（２）請求 

　　委託料は、市が、受託者からの適法な請求書を受理した日から３０日以内に支払うもの

とする。 

　　なお、「遊びの広場」は地域子育て支援拠点事業としての実施のため非課税事業であり、

「学びの広場」は課税事業であるため、請求書における記載は、内訳や消費税について、

必ず内容を明記し、請求書を作成すること。 

（３）利用料 

　　「遊びの広場」「学びの広場」の利用料は、無料とする。 

　　ただし、講習会やイベント等における材料費等必要最低限の実費については、徴収でき

るものとする。 

（４）帳簿等 

　　「遊びの広場」「学びの広場」ごとに、帳簿等を整理し、各広場別に収支をまとめるも

のとする。 

 

１０　選任の報告 

　本業務を開始しようとするときは、担当する従事者等について、履歴書の写し及び資格を

証する書類の写しを添えて市に提出すること。なお、変更があった場合も同様とする。 

 

１１　従事者の研修 



　従事者は、適切な業務ができるよう資質の向上に努めること。 

(１) 受託者は、専門性の向上を目的とした研修を実施し、市へ研修の報告を行うこと。 

(２) 従事者等は、青森県知事等が主催する研修に積極的に参加すること。 

 

１２　事故発生時の対応 

　事故やケガの防止と対応について、下記のとおりとする。 

　①事故やケガを防止するために、環境の安全について毎日点検し、必要な補修等がある場

合は、市に報告する。また、日常的な清掃は、毎日行うものとする。 

　②事故やケガが発生した場合に備え、携帯電話などを活用して、屋内及び屋外の連絡をと

れるよう体制を構築すること。 

　③事故やケガの防止に向けた対策や発生時の対応に関するマニュアルを作成し、マニュア

ルに沿った訓練又は研修を行い、従事者等の間で共有する。 

　④事故やケガが発生した場合には、速やかに適切な処置を行うとともに、市に報告する。

また、事故の原因等を究明し、今後の対策と併せて市に事故報告書を提出すること。 

　 

１３　業務分担等の区分について 

（１）業務分担区分については「別表１」のとおりとする。 

（２）費用分担区分については「別表２」のとおりとする。 

（３）リスク分担については「別表３」のとおりとする。 

（４）表中にないリスク及び疑義等が生じたときは、市と協議して決定するものとする。 

 

１４　事業計画及び事業実績 

（１）事業計画について 

　　受託者は、毎会計年度の始めに、当該年度の事業計画を市へ提出すること。 

　　あわせて、人員について配置状況を報告すること。中途変更となる場合は、その都度報

告すること。 

　　なお、令和８年度においては、開設準備期間を含めること。 

（２）事業実績について 

　①毎月報告する事項 

　　受託者は、毎月、利用人数等の事業状況について報告すること。 

　②毎会計年度報告する事項 

　　受託者は、市長の指定する日までに実績報告書を提出するものとする。なお、国庫補助

金ほか当該事業に活用する財源における実績報告に必要な事項を報告すること。 

 

１５　苦情等の対応 

　受託者は、本業務について利用者から苦情等を受けた場合は、適切な対応を行い、誠意あ

る解決を図るとともに、その内容及び結果等を市に報告すること。 

 



１６　個人情報の保護 

　受託者は、本業務の履行にあたり、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７ 

号）を遵守しなければならない。 

 

１７　協議 

　本仕様書に規定するもののほか、本業務の内容及び処理について疑義が生じたときは、市

と協議して決定するものとする。


